
入札談合の再発防止対策について

総合評価方式の拡大と充実総合評価方式の拡大と充実

一般競争方式の拡大一般競争方式の拡大 ペナルティの強化ペナルティの強化

○価格以外の要素と価格とを総合的に評価して落札者を
決定する総合評価方式を１８年度中には５割超(金額
ベース、１５年度実績は２割）まで拡大。
○評価項目の充実と透明性の向上
・より本質的な技術競争の促進（例えば、鋼構造とコンクリート
構造といった異ジャンル間の競争も可能。）

・技術評価割合を拡大し、優れた提案が活かされやすい競争の
実現。

入札情報の公表方法の改善・入札契約過程の監視の強化
入札情報の公表方法の改善・入札契約過程の監視の強化

○対象工事を予定価格7.3億円以上の工事から、１８年度
中には２億円以上の工事まで大幅に拡大。
・金額ベースで２７%→５７%、件数ベースで2.3%→１５%に拡大
（平成１５年度実績ベースによる試算）。

・新たな対象工事に係る入札には、工事成績・技術提案等の条件
を付す。

○指名業者名の事後公表の試行を拡大（概ね５割）し、
問題がなければ、速やかに事後公表へ移行。
○入札執行段階での個別チェックの改善、入札結果の事
後的・統計的分析の実施。
○外部の有識者からなる「公正入札審議委員会（仮称）」
を本省に設置。

○大規模・組織的な談合であって、特に悪質性が際立って
いる場合における指名停止を、最長24ヵ月とすることを
ルール上明確化するとともに、現行の10％の違約金特約
条項に上乗せして５％の違約金（合計15％）を徴収。
○競争参加資格を定める総合点数へのペナルティの反映
○再犯対象期間の３年から１０年への延長等、建設業法
上の監督処分の強化。

○今回の談合事案に関与した企業については、退職後
の期間を問わず、国土交通省退職者の再就職を自粛。
○指定職経験者について、退職後５年間、直轄工事受注
企業への再就職を自粛。
○本省幹部職員の勧奨延長だけでなく、地方整備局職
員についても、人事管理上の支障が生じない限界まで
平均勧奨退職年齢の引き上げを実施し、公務の世界で
長く働くための環境の整備を図る。

再就職・早期退職慣行の見直し再就職・早期退職慣行の見直し

受注企業におけるコンプライアンスの徹底受注企業におけるコンプライアンスの徹底

○今回の談合事案に関与した企業については、建設法第４１条第
１項に基づき、再発防止のための法令遵守の徹底等社内体制の
整備を求め、当分の間、毎年、その実施状況の報告を求める。

国土交通省入札談合再
発防止対策検討委員会 H17.7.29

発注担当職員による的確な職務遂行発注担当職員による的確な職務遂行

○各地方整備局等に局長を本部長とする「発注者綱紀
保持委員会（仮称）」を設置。
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